
７．公営企業職員の状況 

（１）水道事業 

 ① 職員給与費の状況 

  ア 決算 

区 分 
総費用 

A 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費 

Ｂ／A 

（参考） 
前年度の総費用に占

める職員給与費率 

 

26 年度 

千円 

3,593,690 

千円 

567,356 

千円 

423,820 

％ 

11.8 

％ 

10.4 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 38,436 千円を含みません。 

 

区 分 
職員数 

A 

給      与      費 一人当た

り給与費 

 B／A 

（参考） 

市町村平均 

一人当たり

給与費 
給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当 計  B 

 

26 年度 

人 

68 

千円 

294,263 

千円 

56,597 

千円 

111,396 

千円 

462,256 

千円 

6,798 

千円 

6,219 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は、平成 27 年 3 月 31 日現在の人数です。 

３ 市町村平均は、この事業の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

  

 イ 特記事項 

１ 島根県人事委員会勧告の公民較差を反映させるため、平成 19 年度から本市独自に給与減額措

置を実施しており、平成 26 年度は 0.3％（管理職員は行財政改革分として、さらに 2%加え 2.3%）

の給与減額措置を実施しています。 

 

② 職員の基本給、平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区   分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

松江市（水道事業） 
歳 

46.5 

円 

378,441  

円 

569,426 

市町村平均 
  歳 

44.9 

円 

348,021 

円 

517,229 

（注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

２ 平均月収額は、期末・勤勉手当等を含む平均年収額を 12 月で除したものです。 

３ 市町村平均は、この事業の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

 

 

 

 

 

 



③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

水道事業 一般行政職 

1 人当たりの平均支給額（平成 26 年度） 

1,656 千円 

1 人当たりの平均支給額（平成 26 年度） 

1,334 千円 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・ 役職加算 5％～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5％～15％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

水道事業 一般行政職 

（支給率）   自己都合  定年・勧奨 

勤続 20 年  20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年  29.145 月分   34.5825 月分 

勤続 35 年  41.325 月分    49.59 月分 

最高限度額   49.59 月分    49.59 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

           0 千円  23,522 千円 

（支給率）   自己都合   定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分  34.5825  月分 

勤続 35 年   41.325 月分  49.59   月分 

最高限度額    49.59 月分  49.59   月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

7,022 千円  23,660 千円 

（注）1 人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額です。 

 

ウ 地域手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 0 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 25 年度決算） 0 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

－    

 

エ 特殊勤務手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区分 全職種 

支給実績（平成 26 年度決算） 43 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 10,750 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 5.9％ 

手当の種類（手当数） 5 

手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績 

(平成 26 年度決算) 

左記職員に対す

る支給単価 

危険手当 技術職員 薬品の操作及び取扱 43 千円 1 日  100 円 

用地交渉手当 一般の職員 土地所有者等との交渉 0 千円 1 日  400 円 

使用料等徴収

手当 
一般の職員 

滞納に係る下水道の使用料又

は受益者負担金の臨宅徴収に

従事したとき 

0 千円 1 日  350 円 



手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績 

(平成 26 年度決算) 

左記職員に対す

る支給単価 

滞納処分従事

手当 

一般の職員 
下水道使用料又は受益者負担

金の滞納処分に従事したとき 

0千円 1 日  400 円 

地下業務手当 技術職員 

下水道工事において、地下4

メートル以上の深所で行う業

務に従事したとき 

0千円 1 日  350 円 

 

オ 時間外勤務手当    

支給実績（平成 26 年度決算） 24,930 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 367 千円 

支給実績（平成 25 年度決算） 24,947 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 25 年度決算） 367 千円 

（注） 時間外手当には、休日勤務手当、夜間勤務手当を含みます。 

 

カ その他の手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 
（26 年度 

決算） 

支給職員 1 人当た

りの平均支給年額

（26 年度決算） 

扶 養 

 

 

手 当 

扶養親族のある職員に支給されま

す。 

配偶者         13,000 円 

配偶者のない職員の 1 人目    

11,000 円 

その他の扶養親族 

1 人 6,500 円 

特定期間（満 16 歳年度初めから

満 22 歳年度末）の子の加算 

5,000 円  

同じ  千円 

12,818 

円 

246,487 

住 居 

 

手 当 

住宅を借りて月額 12,000 円を超え

る家賃を支払っている職員に支給

されます。 

借家居住者 

月額 23,000 円以下の家賃  

家賃－12,000 円 

月額 23,000 円を超える家賃 

（家賃－23,000 円）×1/2 ＋

11,000 円 

最高支給限度額 29,500 円 

 

同じ  千円 

5,433 

円 

339,563 
 



通 勤 

 

手 当 

通勤のため交通機関を使用又は交

通用具を利用する場合に支給され

ます。（ただし、通勤距離が２km 未

満の場合を除きます。） 

交通機関利用者 

  最高支給限度額  55,000 円 

交通用具使用者 

2km～30ｋｍ以上   3,200 円 

～22,300 円 

同じ  千円 

5,710 

円 

96,777 

管理職

手 当 

管理又は監督の地位にある職員に

支給されます。 

 部長級  88,500 円～94,000 円 

 次長級  70,800 円 

 課長級  41,600 円～58,200 円 

 

同じ  千円 

7,663 

円 

766,320 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）下水道事業 

 ① 職員給与費の状況 

  ア 決算 

区 分 
総費用 

A 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費 

Ｂ／A 

（参考） 
前年度の総費用に占

める職員給与費率 

 

26 年度 

千円 

8,082,780 

千円 

1,529,034 

千円 

170,428 

％ 

2.1 

％ 

2.1 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 33,389 千円を含まない。 

 

区 分 
職員数 

A 

給      与      費 一人当た

り給与費 

 B／A 

（参考） 

市町村平均 

一人当たり

給与費 
給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当 計  B 

 

26 年度 

人 

31 

千円 

130,219 

千円 

24,468 

千円 

49,130 

千円 

203,817 

千円 

6,575 

千円 

6,190 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は、平成 27 年 3 月 31 日現在の人数です。 

３ 市町村平均は、この事業の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

  

 イ 特記事項 

１ 島根県人事委員会勧告の公民較差を反映させるため、平成 19 年度から本市独自に給与減額措

置を実施しており、平成 26 年度は 0.3％（管理職員は行財政改革分として、さらに 2%加え 2.3%）

の給与減額措置を実施しています。 

 

② 職員の基本給、平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区   分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

松江市（下水道事業） 
歳 

44.1 

円 

368,658  

円 

544,904 

市町村平均 
  歳 

43.9 

円 

346,189 

円 

515,436 

（注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

２ 平均月収額は、期末・勤勉手当等を含む平均年収額を 12 月で除したものです。 

３ 市町村平均は、この事業の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

 

 

 

 

 

 

 



③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

下水道事業 一般行政職 

1 人当たりの平均支給額（平成 26 年度） 

1,585 千円 

1 人当たりの平均支給額（平成 26 年度） 

1,334 千円 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・ 役職加算 5％～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5％～15％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

下水道事業 一般行政職 

（支給率）   自己都合  定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分   34.5825 月分 

勤続 35 年   41.325 月分  49.59 月分 

最高限度額     49.59 月分  49.59 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

         0 千円     0 千円 

（支給率）   自己都合   定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分  34.5825  月分 

勤続 35 年   41.325 月分  49.59   月分 

最高限度額    49.59 月分  49.59   月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

7,022 千円  23,660 千円 

（注）1 人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額です。 

 

ウ 地域手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 0 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 0 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

－    

 

エ 特殊勤務手当                        （平成 26 年 4 月 1 日現在） 

区分 全職種 

支給実績（平成 26 年度決算） 2 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 875 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 6.5％ 

手当の種類（手当数） 5 

手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績 

(平成 26 年度決算) 

左記職員に対す

る支給単価 

危険手当 技術職員 薬品の操作及び取扱 0 千円 1 日  100 円 

用地交渉手当 一般の職員 土地所有者等との交渉 0 千円 1 日  400 円 

使用料等徴収

手当 
一般の職員 

滞納に係る下水道の使用料又

は受益者負担金の臨宅徴収に

従事したとき 

2 千円 1 日  350 円 



手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績 

(平成 26 年度決算) 

左記職員に対す

る支給単価 

滞納処分従事

手当 

一般の職員 
下水道使用料又は受益者負担

金の滞納処分に従事したとき 

0千円 1 日  400 円 

地下業務手当 技術職員 

下水道工事において、地下4

メートル以上の深所で行う業

務に従事したとき 

0千円 1 日  350 円 

 

オ 時間外勤務手当    

支給実績（平成 26 年度決算） 13,352 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 431 千円 

支給実績（平成 25 年度決算） 13,915 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 25 年度決算） 435 千円 

（注） 時間外手当には、休日勤務手当、夜間勤務手当を含みます。 

 

カ その他の手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 
（26 年度 

決算） 

支給職員 1 人当た

りの平均支給年額

（26 年度決算） 

扶 養 

 

 

手 当 

扶養親族のある職員に支給されま

す。 

配偶者         13,000 円 

配偶者のない職員の 1 人目    

11,000 円 

その他の扶養親族 

1 人 6,500 円 

特定期間（満 16 歳年度初めから

満 22 歳年度末）の子の加算 

5,000 円  

同じ  千円 

5,643 

円 

282,150 

住 居 

 

手 当 

住宅を借りて月額 12,000 円を超え

る家賃を支払っている職員に支給

されます。 

借家居住者 

月額 23,000 円以下の家賃  

家賃－12,000 円 

月額 23,000 円を超える家賃 

（家賃－23,000 円）×1/2 ＋

11,000 円 

最高支給限度額 29,500 円 

 

同じ  千円 

2,430 

円 

347,143 



通 勤 

 

手 当 

通勤のため交通機関を使用又は交

通用具を利用する場合に支給され

ます。（ただし、通勤距離が２km 未

満の場合を除きます。） 

交通機関利用者 

  最高支給限度額  55,000 円 

交通用具使用者 

2km～30ｋｍ以上   3,200 円 

～22,300 円 

同じ  千円 

2,442 

円 

87,229 

管理職

手 当 

管理又は監督の地位にある職員に

支給されます。 

 部長級  88,500 円～94,000 円 

 次長級  70,800 円 

 課長級  41,600 円～58,200 円 

 

同じ  千円 

599 

円 

598,800 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）ガス事業 

① 職員給与費の状況 

  ア 決算 

区 分 
総費用 

A 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費 

Ｂ／A 

（参考） 
前年度の総費用に占

める職員給与費率 

 

26 年度 

千円 

2,132,859 

千円 

△218,812 

千円 

265,402 

％ 

12.4 

％ 

13.6 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 18,125 千円を含みません。 

 

区 分 
職員数 

A 

給      与      費 一人当た

り給与費 

 B／A 

（参考） 

市町村平均 

一人当たり

給与費 
給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当 計  B 

 

26 年度 

人 

32 

千円 

137,167 

千円 

30,758 

千円 

36,524 

千円 

204,449 

千円 

6,878 

千円 

6,485 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は、平成 27 年 3 月 31 日現在の人数です。 

３ 市町村平均は、この事業の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

  

 イ 特記事項 

１ 島根県人事委員会勧告の公民較差を反映させるため、平成 19 年度から本市独自に給与減額措

置を実施しており、平成 26 年度は 0.3％（管理職員は行財政改革分として、さらに 2%加え 2.3%）

の給与減額措置を実施しています。 

 

② 職員の基本給、平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区   分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

松江市（ガス事業） 
  歳 

44.9 

円 

373,431 

円 

579,744 

市町村平均 
  歳 

44.0 

円 

355,591 

円 

536,750 

（注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

２ 平均月収額は、期末・勤勉手当等を含む平均年収額を 12 月で除したものです。 

３ 市町村平均は、この事業の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

 

 

 

 

 

 

 



③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

ガス事業 一般行政職 

1 人当たりの平均支給額（平成 26 年度） 

1,629 千円 

1 人当たりの平均支給額（平成 26 年度） 

1,334 千円 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・ 役職加算 5％～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5％～15％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

ガス事業 一般行政職 

（支給率）   自己都合  定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分 34.5825 月分 

勤続 35 年   41.325 月分 49.59  月分 

最高限度額    49.59 月分 49.59   月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

         0 千円  0 千円 

（支給率）   自己都合   定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分  34.5825  月分 

勤続 35 年   41.325 月分  49.59   月分 

最高限度額    49.59 月分  49.59   月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

7,022 千円  23,660 千円 

（注）1 人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額です。 

 

ウ 地域手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 0 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 0 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

－    

 

エ 特殊勤務手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区分 全職種 

支給実績（平成 26 年度決算） 2,336 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 80,559 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 90.625％ 

手当の種類（手当数） 3 

手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績 

(平成 26 年度決算) 

左記職員に対す

る支給単価 

資格選任手当 
資格を有し、選

任された職員 

ガス主任技術者等 1,333 千円 月額 3,000 円 

～8,400 円 

保安手当 保安待機職員 保安待機 976 千円 1 回 1,000 円 

出動手当 緊急出動職員 緊急出動 27 千円 1 回 3,000 円 

 



オ 時間外勤務手当    

支給実績（平成 26 年度決算） 8,276 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 285 千円 

支給実績（平成 25 年度決算） 8,257 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 25 年度決算） 331 千円 

（注） 時間外手当には、休日勤務手当、夜間勤務手当を含みます。 

 

カ その他の手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 
（26 年度 

決算） 

支給職員 1 人当た

りの平均支給年額

（26 年度決算） 

扶 養 

 

 

手 当 

扶養親族のある職員に支給されます。 

配偶者         13,000 円 

配偶者のない職員の 1 人目    

11,000 円 

その他の扶養親族 

1 人 6,500 円 

特定期間（満 16 歳年度初めから

満 22 歳年度末）の子の加算 

5,000 円 

同じ  千円 

6,258 

円 

240,692 

住 居 

 

手 当 

住宅を借りて月額 12,000 円を超え

る家賃を支払っている職員に支給

されます。 

借家居住者 

月額 23,000 円以下の家賃  

家賃－12,000 円 

月額 23,000 円を超える家賃 

（家賃－23,000 円）×1/2 ＋

11,000 円 

最高支給限度額 29,500 円 

同じ  千円 

2,370 

円 

296,250 

通 勤 

 

手 当 

通勤のため交通機関を使用又は交

通用具を利用する場合に支給され

ます。（ただし、通勤距離が２km 未

満の場合を除きます。） 

交通機関利用者 

  最高支給限度額  55,000 円 

交通用具使用者 

2km～30ｋｍ以上  3,200 円 

～22,300 円 

同じ  千円 

3,067 

円 

98,942 

管理職

手 当 

管理又は監督の地位にある職員に

支給されます。 

 次長級  70,800 円 

 課長級  49,900 円～58,200 円 

 

同じ  千円 

2,246 

円 

748,800 

宿日直

手  当 

宿日直を命ぜられた職員に支給され

ます。 

日直１日    7,900円 

宿直１日    6,900円 

異なる  千円 

6,204 

円 

221,586 



（４）自動車運送事業 

① 職員給与費の状況 

  ア 決算 

区 分 
総費用 

A 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費 

Ｂ／A 

（参考） 
前年度の総費用に占

める職員給与費率 

 

26 年度 

千円 

942,969 

千円 

73,428 

千円 

304,503 

％ 

32.3 

％ 

57.4 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まれていません。 

 

区 分 
職員数 

A 

給      与      費 一人当た

り給与費 

 B／A 

（参考） 

市町村平均 

一人当たり

給与費 
給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当 計  B 

 

26 年度 

人 

52 

千円 

142,229 

千円 

53,890 

千円 

32,742 

千円 

228,861 

千円 

4,401 

千円 

6,278 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は、平成 27 年 3 月 31 日現在の人数です。 

３ 市町村平均は、この事業会計の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

  

 イ 特記事項 

１ 島根県人事委員会勧告の公民較差を反映させるため、平成 19 年度から本市独自に給与減額措

置を実施しており、平成 26 年度は 0.3％（管理職員は行財政改革分として、さらに 2%加え 2.3%）

の給与減額措置を実施しています。 

 

② 職員の基本給、平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区   分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

松江市（自動車運送事業） 
  歳 

43.6 

円 

241,034 

円 

366,764 

市町村平均 
  歳 

47.6 

円 

324,781 

円 

523,056 

（注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

２ 平均月収額は、期末・勤勉手当等を含む平均年収額を 12 月で除したものです。 

３ 市町村平均は、この事業会計の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

 

 

 

 

 

 

 



③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

自動車運送事業 一般行政職 

1 人当たりの平均支給額（平成 26 年度） 

630 千円 

1 人当たりの平均支給額 

（平成 26 年度） 1,334 千円 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.7）月分 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・ 役職加算 5％～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5％～15％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

自動車運送事業 一般行政職 

（支給率）   自己都合  定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年   41.325 月分 49.59   月分 

最高限度額    49.59  月分 49.59    月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

          0 千円    0 千円 

（支給率）   自己都合   定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分  34.5825  月分 

勤続 35 年   41.325 月分  49.59   月分 

最高限度額    49.59 月分  49.59   月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

7,022 千円  23,660 千円 

（注）1 人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額です。 

 

ウ 地域手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 0 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 0 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

－    

 

エ 特殊勤務手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区分 全職種 

支給実績（平成 26 年度決算） 1,864 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 53,257 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 67.3％ 

手当の種類（手当数） 1 

手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績 

(平成 26 年度決算) 

左記職員に対する

支給単価 

中休手当 乗務員 
自動車（バス） 

運転士 
1,864 千円 1 回  350 円 

 

 



オ 時間外勤務手当    

支給実績（平成 26 年度決算） 31,262 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 601 千円 

支給実績（平成 25 年度決算） 28,210 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 25 年度決算） 576 千円 

（注） 時間外手当には、休日勤務手当、夜間勤務手当を含みます。 

 

カ その他の手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 
（26 年度 

決算） 

支給職員 1 人当た

りの平均支給年額

（26 年度決算） 

扶 養 

 

 

手 当 

扶養親族のある職員に支給されま

す。 

配偶者         13,000 円 

配偶者のない職員の 1 人目    

11,000 円 

その他の扶養親族 

1 人 6,500 円 

特定期間（満 16 歳年度初めから

満 22 歳年度末）の子の加算 

5,000 円  

 

同じ  千円 

8,176 

円 

247,758 

住 居 

 

手 当 

住宅を借りて月額 12,000 円を超え

る家賃を支払っている職員に支給

されます。 

借家居住者 

月額 23,000 円以下の家賃  

家賃－12,000 円 

月額 23,000 円を超える家賃 

（家賃－23,000 円）×1/2 ＋

11,000 円 

最高支給限度額 29,500 円 

 

同じ  千円 

3,386 

円 

241,857 

通 勤 

 

手 当 

通勤のため交通機関を使用又は交

通用具を利用する場合に支給され

ます。（ただし、通勤距離が２km 未

満の場合を除きます。） 

交通機関利用者 

  最高支給限度額  55,000 円 

交通用具使用者 

2km～30ｋｍ以上  3,200 円 

～22,300 円 

 

同じ  千円 

6,404 

円 

130,694 

管理職

手 当 

管理又は監督の地位にある職員に

支給されます。 

 次長級  70,800 円 

 課長級  49,900 円～58,200 円 

 

同じ  千円 

2,446 

円 

611,500 



（５）駐車場事業 

  ア 決算 

区 分 
総費用 

A 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費 

Ｂ／A 

（参考） 
前年度の総費用に占

める職員給与費率 

 

26 年度 

千円 

85,131 

千円 

23,244 

千円 

7,138 

％ 

8.4 

％ 

8.0 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まれていません。 

 

区 分 
職員数 

A 

給      与      費 一人当た

り給与費 

 B／A 

（参考） 

市町村平均 

一人当たり

給与費 
給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当 計  B 

 

26 年度 

人 

1 

千円 

3,476 

千円 

1,239 

千円 

1,261 

千円 

5,976 

千円 

5,976 

 

26 年度 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は、平成 27 年 3 月 31 日現在の人数です。 

３ この事業会計の全国市町村（政令指定都市を除く）平均のデータはありません。 

 

イ 特記事項 

１ 島根県人事委員会勧告の公民較差を反映させるため、平成 19 年度から本市独自に給与減額措

置を実施しており、平成 26 年度は 0.3％（管理職員は行財政改革分として、さらに 2%加え 2.3%）

の給与減額措置を実施しています。 

 

② 職員の基本給、平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区   分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

松江市（駐車場事業） 
  歳 

39 

円 

302,667 

円 

498,000 

市町村平均 
  歳 

― 

円 

― 

円 

― 

（注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

２ 平均月収額は、期末・勤勉手当等を含む平均年収額を 12 月で除したものです。 

   ３ この事業会計の全国市町村（政令指定都市を除く）平均のデータはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 



③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

駐車場事業 一般行政職 

1 人当たりの平均支給額（平成 26 年度） 

 1,261  千円 

1 人当たりの平均支給額 

（平成 26 年度） 1,334 千円 

（平成 25 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.7）月分 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・ 役職加算 5％～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5％～15％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

駐車場事業 一般行政職 

（支給率）   自己都合  定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年   41.325 月分 49.59  月分 

最高限度額    49.59 月分 49.59  月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

          0 千円    0 千円 

（支給率）   自己都合   定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分  34.5825  月分 

勤続 35 年   41.325 月分  49.59   月分 

最高限度額    49.59 月分  49.59   月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

7,022 千円  23,660 千円 

（注）1 人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額です。 

 

ウ 地域手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（平成 26 度決算） 0 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 0 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

－    

 

エ 特殊勤務手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区分 全職種 

支給実績（平成 26 年度決算） 0 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 0 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） ％ 

手当の種類（手当数） 0 

手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績 

(平成 26 年度決算) 

左記職員に対する

支給単価 

－ － － － － 

 

 

 



オ 時間外勤務手当    

支給実績（平成 26 年度決算） 1,047 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 1,047 千円 

支給実績（平成 25 年度決算） 1,102 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 25 年度決算） 1,102 千円 

（注） 時間外手当には、休日勤務手当、夜間勤務手当を含みます。 

 

カ その他の手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 
（26 年度 

決算） 

支給職員 1 人当た

りの平均支給年額

（26 年度決算） 

扶 養 

 

 

手 当 

扶養親族のある職員に支給されま

す。 

配偶者         13,000 円 

配偶者のない職員の 1 人目    

11,000 円 

その他の扶養親族 

1 人 6,500 円 

特定期間（満 16 歳年度初めから

満 22 歳年度末）の子の加算 

5,000 円 

 

同じ  千円 

    156 

円 

     156,000 

住 居 

 

手 当 

住宅を借りて月額 12,000 円を超え

る家賃を支払っている職員に支給

されます。 

借家居住者 

月額 23,000 円以下の家賃  

家賃－12,000 円 

月額 23,000 円を超える家賃 

（家賃－23,000 円）×1/2 ＋

11,000 円 

最高支給限度額 29,500 円 

 

同じ  千円 

    0 

円 

    0 

通 勤 

 

手 当 

通勤のため交通機関を使用又は交

通用具を利用する場合に支給され

ます。（ただし、通勤距離が２km 未

満の場合を除きます。） 

交通機関利用者 

  最高支給限度額  55,000 円 

交通用具使用者 

2km～30ｋｍ以上  3,200 円 

～22,300 円 

 

同じ  千円 

  37 

円 

36,576 

管理職

手 当 

管理又は監督の地位にある職員に

支給されます。 

 次長級  70,800 円 

 課長級  49,900 円～58,200 円 

 

同じ  千円 

    0 

円 

    0 



（５）病院事業 

 ① 職員給与費の状況 

  ア 決算 

区 分 
総費用 

A 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める

職員給与費 

Ｂ／A 

（参考） 
前年度の総費用に占

める職員給与費率 

 

26 年度 

千円 

14,194,130 

千円 

△3,558,444 

千円 

5,135,324 

％ 

36.2 

％ 

50.7 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まれていません。 

 

区 分 
職員数 

A 

給      与      費 一人当た

り給与費 

 B／A 

（参考） 

市町村平均 

一人当たり

給与費 
給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当 計  B 

 

26 年度 

人 

523 

千円 

2,033,828 

千円 

876,994 

千円 

714,454 

千円 

3,625,276 

千円 

6,932 

千円 

6,789 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は、平成 27 年 3 月 31 日現在の人数です。 

３ 市町村平均は、この事業の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

  

 イ 特記事項 

１ 島根県人事委員会勧告の公民較差を反映させるため、平成 19 年度から本市独自に給与減額措

置を実施しており、平成 26 年度は 0.3％（管理職員は行財政改革分として、さらに 2%加え 2.3%）

の給与減額措置を実施しています。 

 

② 職員の基本給、平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区   分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

医 師 （松江市） 
  歳 

47.2 

円 

539,773 

円 

1,325,576 

医 師 （市町村平均） 
  歳 

44.6 

円 

564,750 

円 

1,389,096 

看護師 （松江市） 
  歳 

36.2 

円 

277,503 

円 

451,585 

看護師 （市町村平均） 
  歳 

38.8 

円 

288,414 

円 

456,203 

事務職員（松江市） 
  歳 

44.0 

円 

348,826 

円 

542,068 

事務職員（市町村平均） 
  歳 

43.1 

円 

328,980 

円 

502,010 

（注）１ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。 

２ 平均月収額は、期末・勤勉手当等を含む平均年収額を 12 月で除したものです。 

３ 市町村平均は、この事業の全国市町村（政令指定都市を除く）平均です。 

 



③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

病院事業 一般行政職 

1 人当たりの平均支給額（平成 26 年度） 

1,366 千円 

1 人当たりの平均支給額 

（平成 26 年度） 1,334 千円 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（平成 26 年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 2.55 月分   1.45 月分 

（1.45）月分 （0.70）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・ 役職加算 5％～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5％～15％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

病院事業 一般行政職 

（支給率）   自己都合  定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分 25.556 月分 

勤続 25 年   29.145 月分 34.583 月分 

勤続 35 年   41.325 月分 49.59 月分 

最高限度額    41.325 月分 49.59  月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

        633 千円  24,372 千円 

（支給率）   自己都合   定年・勧奨 

勤続 20 年   20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年   29.145 月分  34.5825  月分 

勤続 35 年   41.325 月分  49.59   月分 

最高限度額    49.59 月分  49.59   月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2％～20%加算） 

1 人当たりの平均支給額 

7,022 千円  23,660 千円 

（注）1 人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額です。 

 

ウ 地域手当                          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 63,827 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 899 千円 

支給対象者 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

医師である職員 15％ 71    人 15％ 

 

エ 特殊勤務手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

区分 事務職員及び技能労務員を除く 

支給実績（平成 26 年度決算） 227,732 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 度決算） 653 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 67.8  ％ 

手当の種類（手当数） 5 

手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績 

(平成 26 年度決算) 

左記職員に対する

支給単価 

診療手当 

医師である 

職員 

 

診療業務 144,890 千円 実績を勘案して管

理者が定めた額 



手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績 

(平成 26 年度決算) 

左記職員に対する

支給単価 

夜間看護 

手当 

看護師 正規の勤務時間が午

後 10 時から午前 5

時において行われる

看護等の業務 

86,649 千円 業務時間が深夜の

全部を含む場合 

    6,800 円 

深夜における勤務

時間が 4 時間以上 

    3,300 円 

2 時間以上 4 時間

未満 

    2,900 円 

2 時間未満 

    2,000 円         

放射線取扱

手当 

診療放射線 

技師 

放射線を人体に照射

する作業 

1,059 千円 230 円／日 

感染症従事

手当 

感染症防疫に従

事した職員（医師

除く） 

感染症の予防および

感染症の患者に対す

る医療に関する法律

第 6 条第 2 項及び第

3 項に定める感染症

の病菌に汚染されて

いる区域において業

務に従事した場合 

0 千円 290 円／日 

死体処理 

手当 

死体の解剖等の

業務に従事した

職員（医師除く） 

臨床検査技師 

 

13 千円 1,800 円／体  

 

オ 時間外勤務手当    

支給実績（平成 26 年度決算） 253,230 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 26 年度決算） 609 千円 

支給実績（平成 25 年度決算） 258,299 千円 

職員 1 人当たりの平均支給年額（平成 25 年度決算） 605 千円 

（注） 時間外手当には、休日勤務手当、夜間勤務手当を含みます。 

 

カ その他の手当                        （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 
（26 年度 

決算） 

支給職員 1 人当た

りの平均支給年額

（26 年度決算） 

扶 養 

 

 

手 当 

扶養親族のある職員に支給されま

す。 

配偶者         13,000 円 

配偶者のない職員の 1 人目    

11,000 円 

その他の扶養親族 

1 人 6,500 円 

特定期間（満 16 歳年度初めから

満 22 歳年度末）の子の加算 

5,000 円 

同じ  千円 

47,009 

円 

207,088 



手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 
（26 年度 

決算） 

支給職員 1 人当た

りの平均支給年額

（26 年度決算） 

住 居 

 

手 当 

住宅を借りて月額 12,000 円を超え

る家賃を支払っている職員に支給

されます。 

借家居住者 

月額 23,000 円以下の家賃  

家賃－12,000 円 

月額 23,000 円を超える家賃 

（家賃－23,000 円）×1/2 ＋

11,000 円 

最高支給限度額 29,500 円 

 

同じ  千円 

41,564 

円 

314,882 

通 勤 

 

手 当 

通勤のため交通機関を使用又は交

通用具を利用する場合に支給され

ます。（ただし、通勤距離が２km 未

満の場合を除きます。） 

交通機関利用者 

  最高支給限度額  55,000 円 

交通用具使用者 

2km～30ｋｍ以上  3,200 円 

～22,300 円 

 

同じ  千円 

38,044 

円 

97,299 

管理職

手 当 

管理又は監督の地位にある職員に

支給されます。 

 部長級  88,300 円～113,800 円 

 次長級  70,800 円～ 88,100 円 

 課長級  43,300 円～ 77,100 円 

同じ  千円 

34,854 

円 

741,574 

宿日直

手  当 

宿日直を命ぜられた職員に支給さ

れます。 

 

異なる  千円 

55,381 

円 

392,772 

 

 

 

 


